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I. 国際人権法の利点

n 全ての状況に適用可能

（国際司法裁判所の1996年勧告的意見25項）
n 個人の権利を前提に形成

n 消極的義務（禁止）と積極的義務を提示

n 制度・組織的な側面

n 特定の権利が持つ特色（強行規範、対世的義
務）
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I. 国際人権法の利点

n 弱者への配慮

（以下、核兵器禁止条約の前文参照）

核兵器の壊滅的な帰結は、適切に対処できない
ものであること、国境を越えること、人類の生
存、環境、社会経済的な発展、世界経済、食料
安全保障及び現在と将来の世代の健康に重大な
影響を与えること、並びに女性及び少女に不均
衡な影響（電離放射線の結果としての影響を含
む）を及ぼすことを認識し、
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II. 生命に対する権利

n 例. 自由権規約第６条
[ICCPR:International Covenant on Civil and 
Political Rights] 

n 一般的意見No.36 (2018年10月30日）

「第66段落. 無差別な効果を持ち破滅的な規模の人命の損
失をもたらす大量破壊兵器、特に核兵器の威嚇や使用は、
生命に対する権利の尊重と両立せず、国際法上の罪に相当
しうる。」
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II.生命に対する権利(続）
フランスに関する質疑を自由権規約委員会(国連人権
委員会)に提出

（提出者：核政策法律家委員会[LCNP], スイス核軍縮法律協会
[SAFNA/SLND], 西部諸州法律財団（Western States Legal 
Foundation、カリフォルニアの反核団体), 日本反核法律家協
会[JALANA] 及び、国際反核法律家協会[IALANA], 2021年5
月5日）
提起した質問

n 核兵器の脅威や使用をめぐる政策・方針及ドクトリンを生命
権と適合していくための取り組み・手順

n 厳重かつ効果的な国際管理下で核軍縮の目的を達成するため
の交渉を誠実に行う国際義務を果たす取り組み 6



II.生命に対する権利（続）

n 核兵器の垂直的拡散（開発・生産）を制御し、既存の核兵器
を廃棄するための取り組み・手順

n 核実験被害者に対するフランス政府の補償が不適切であると
いう「ムルロア・ファイル」報告書の指摘に関するフランス
の評価

n 核実験被害者に対する適切な賠償を行うため取り組み・手順
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III.経済的・社会的・文化的権利

n 限定地域内における核戦争でも、世界的な開発、健康、
環境に影響を及ぼす

n 経済的・社会的・文化的権利における、３種の義務

• 人権を尊重する義務（介入の禁止）
• 人権を保護する義務（侵害の予防）
• 充足する義務（促進や提供）
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A.最高水準の健康に対する権利

n 例. 経済的・社会的・文化的権利に関する国際
規約第12条1項

« この規約の締約国は、すべての者が到達可能な最
高水準の身体的及び精神の健康を享受する権利を有
することを認める。»
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A.最高水準の健康に対する権利

n 第12条(健康への権利)に関する一般的意見No.14 
(2000年8月11日）

« 核兵器・生物兵器・化学兵器などの実験や使用は、仮にその
ような実験が人体に有害な物質を排出した場合には、諸国は、
それらによる違法な大気・水質・土壌の汚染を慎むべきである
。»
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B.食糧と水に対する権利を含む、
相当な生活水準への権利

n 例. 経済的・社会的・文化的権利に関する国際規約
第11条１項

«この規約の締約国は、自己及びその家族のた
めの相当な食糧、衣類及び住居を内容とする相
当な生活水準についての並びに生活条件の不断
の改善についてのすべての者の権利を認める。
締約国は、この権利の実現を確保するために適
当な措置をと…る。»
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B.食糧と水に対する権利を含む
相当な生活水準への権利(続）

n 食糧に対する権利:

•十分な食糧に対する権利に関する一般的意見
No. 12 [1999年5月12日]:

« 十分な食糧に対する人権はすべての権利の享
受にとって非常に重要である » (第1段落)



B.食糧と水に対する権利を含む
相当な生活水準への権利(続）

n 水に対する権利

•自由権規約委員会による一般的意見No.15
(水に対する権利）[2003年1月20日]
«水質汚染、水の減少、分配の不平等の継続は既存の貧困
を更に悪化させる。 » （第1段落）
«当事国は自然水源を有害物質の汚染から保護するべきで
あり… »(第8段落）
«個人・家庭用水は安全であるべきで、人の健康への脅威
となる黴菌、化学物質、有害放射性物質から保護する必
要がある »第12段落b）
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B.食糧と水に対する権利を含む
相当な生活水準に対する権利(続）

n 一般的意見No.15 (水に対する権利）(続）

«尊重義務として、当事国は水に対する権利の直接的も
しくは間接的侵害を慎むことが求められる。尊重義務
に含まれる項目は、例えば核兵器の使用や実験による
違法な水質汚染や水量減少… »(第21段落）
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C.特に脆弱な人々に向けた配慮：
子どもの例

n 子どもの生命、健康、発育に対する権利

• 経済的・社会的・文化的権利に関する国際規約 第12条2項
[ICESCR:International Convention for Economic, Social and 
Cultural Rights]

本規約の完全な実現に向けて、規約当事国は以下の達成に向
けた取り組みを遂行すべきである：

a) 死産率と乳児死亡率の削減、及び子供の健全な発育
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C.特に脆弱な人々に向けた配慮：
子供の例

n 子どもの権利条約 第6条(生命に対する権利）
[CRC: Convention of the Right of Children]

«1.当事国は全ての子どもが生命に対する固有の権利を有することを認識する。
2.当事国はできる限り子どもの生存と発達を確保するべきである。 »

n 子どもの権利条約 第24条2項 c) (健康に対する権利）

«当事国は健康への権利の完全な実現を追求し、特に適切な 措置をとる(…)
C) 病気と栄養失調を撲滅するために、栄養価の高い食品と清潔な飲料水を提供
し、環境汚染の危険を考慮する。 »
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C.特に脆弱な人々に向けた配慮：
子どもの例

n 子どもの権利条約 第3条:

n <子どもの最善の利益>が、子どもの権利条
約に組み込まれた権利の解釈及び適用におい
て、＜主として考慮>されなければならない
。
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結び
n 核兵器の適法性の評価及び核兵器禁止活動において、国際
人権法を適用できる根拠は増加傾向にある。(核兵器禁止条
約,自由規約委員会による一般的意見36)

n 国際人権法の利点、特に制度的側面、は注目に値する。

n 生命に対する権利は人権の根本であり、核兵器の使用はそ
れに大きく違反する。

n 自由規約委員会による一般的意見36第66段落は、注目に値
し、核兵器禁止条約と共に核保有国への圧力を強化する。

n これらの声明や人権条約を、市民社会による核兵器反対活
動は、積極的に使うべきである。 18



結び（続）

n 政治的・社会的・文化的権利は、一般的に（そして、反核運
動においても）注目されてこなかった分野である。たとえ曖
昧な表現や間接的な義務にとどまっていても、核軍縮を説く
上で有効な新たな視点・制度となりうる。

n 核戦争が特定の地域に限られたとしても、それは世界レベル
の政治的・社会的・文化的権利の侵害をもたらす。

n 特に脆弱な人々への配慮において、彼らの保護を目的とする
既存の組織と連携することも適切である(例えば、国連子ど
もの権利委員会[CRC],女性差別撤廃委員会[CEDAW]など）
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